
日本地域福祉学会 2023年度公開研究フォーラム 

「地域福祉における包括的支援システムの構築と重層的支援体制整備事業」 

     －実践報告から今後のあり方を探る－   

 

 2021年度から開始された重層的支援体制整備事業は、地方自治体における包括的支援体制の構築

を目ざし、全国の自治体で試行錯誤しながら展開が図られている。現在、本研究プロジェクトは、

全国の実施自治体の中から先進的な取り組みと考えられる自治体等にヒアリング調査を実施してい

る。本フォーラムでは、その中の三つの地域の取り組みについての報告をもとに、今後の地域福祉

における包括的支援体制の構築に向けた重層的支援体制整備事業のあり方について探ることとした

い。 

 

日時：２０２４年１月２７日（土）１３：３０～１６：００ 

   （ZOOM のウェビナ－によるオンラインで行います。） 

■ 主催 日本地域福祉学会 地域福祉と全世代型包括的支援システム研究プロジェクト 

■ 共催 特定非営利活動法人 日本地域福祉研究所、法政大学多摩共生社会研究所 

■ 定員 １５０名（先着順）  

■ 参加費 無料 

 

【プログラム】 

シンポジウム 

「地域福祉における包括的支援システムの構築と重層的支援体制整備事業」 

     －実践報告から今後のあり方を探る－   

 

13:40～15:20  

趣旨説明（５分）       進行 東洋大学教授 山本美香、日本福祉大学教授 川島ゆり子 

 

実践報告（１人 ２５分）、コメント（５分）                      

実践報告① 栃木県市貝町社会福祉協議会 事務局次長 北井孝文氏 

コメント  日本社会事業大学社会福祉学部准教授 倉持香苗 

 

実践報告② 長野県伊那市社会福祉協議会 地域福祉課長 矢澤秀樹氏 

コメント  佐久大学人間福祉学部教授 野口定久 

 

実践報告③ 神奈川県藤沢市 福祉部地域共生社会推進室主幹 越川正興氏 

コメント  武蔵野大学人間科学部教授 熊田博喜 



15:20～15:30   休憩 

 

15:30～15:45   質疑応答 

 ウェビナ-の Q＆A機能を使用（休憩時間までに記入） 

 

15:45～16:00  総括コメント 法政大学現代福祉学部 教授 地域福祉と全世代対応型包括的 

支援システム研究プロジェクト代表 宮城 孝 

 

【重層的支援体制整備事業の特徴】 

〔栃木県市貝町〕 

 人口約 11,000人、高齢率約 31%、「みんなで支え合い、地域の力でつくる、人にやさしい いちか

い」の実現を目指し、地域全体を包摂する相談支援体制をめざしている。こどもからお年寄りまで

本人やご家族の相談を受ける初期相談窓口として、8 名の担当者による「市貝町総合相談支援セン

ター」を開設。スクールソーシャルワーカーも配置されている。社会福祉協議会に委託した相談支

援包括化推進員のコーディネートによる重層的支援会議の開催によって、多機関協働化の推進を図

っている。 

 

〔長野県伊那市〕 

 人口約 66,000 人、高齢化率約 32％、多機関協働モデル事業から、2021 年 5 月に「福祉まちづく 

りセンター」を開設。行政と社会福祉協議会の協働によって重層的支援体制整備事業の効果的な運 

営を図っている。参加支援事業として、「給付金付き就労準備事業 伊那プチバイト」、6 名の地域 

福祉コーディネーターの配置による地域づくり支援に係わる小地域福祉ネットワークとのつながり 

を活かしたアウトリーチ事業を展開している。 

 

【神奈川県藤沢市】 

 人口約 443,000 人、高齢化率約 24％、移行準備事業から、立場や分野を超えて参加・協働する仕 

組みとしての藤沢型地域包括ケアを基盤に事業を実施。福祉総合相談支援センターを開設、また 

市民センター・公民館などに 13 の地区福祉窓口を設置、社会福祉協議会のコミュニティソーシャル 

ワーカー（バックアップふじさわ社協）が、地域住民の様々な困りごとに、行政や関係機関と協働」 

しながら総合的な支援を行っている。 

 

  



■ 参加申し込みについて 

 

 

Google フォームにて受付 

 

 

https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSfyqmKm26JOCxqUhpzQDLg-f64EYC7GcJl-jbcgmoh1Q-

u3Ew/viewform 

 

締切：2024 年１月 18 日（木）まで 

★申込された方には、2024 年 1 月 24 日（水）までに接続先 URL を電子メールでお知らせします。 

該当日までに未着の場合は、学会事務局へお問い合わせください。 

 

 

 

【お問合せ】 

日本地域福祉学会事務局（月・水・金曜日 10：00～17：00） 

〒108-0075 東京都港区港南 4-7-8都漁連水産会館 6階 

日本ソーシャルワーク教育学校連盟気付 

電話：03-5495-9331 FAX：03-5495-9332 

E-mail：chiiki-g@jt2.so-net.ne.jp 

 


